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積されている。Sekita（2011）、家森（2014b）、

Kadoya and Khan（2016）、大竹・明坂（2017）、

Yoshino, Morgan, and Trinh（2017）と國方（2018）

が、わが国消費者の金融リテラシーの説明要因

を分析した。これらのうち國方（2018）は、客

観的な金融リテラシー（以下、客観的指標と言

う。）と、主観的な金融リテラシー（以下、主観

的指標と言う。）それぞれの説明要因を分析した。

そして、國方（2018）は次の 2 つの結果を報告

した。第 1 に、客観的指標を被説明変数にする

回帰式で、年齢、行動バイアス、職業、最終学

歴、学校や家庭における金融教育、金融に関す

る経験、および、金融・経済にかかわる情報収

集への積極性が、客観的指標の主な説明要因に

なった。これら要因のうち金融に関する経験に

注目すると、生命保険加入、借入、株式購入や

1　イントロダクション
　近年、金融リテラシーやそれを育成する金融

教育に注目が集まっている。例えば、生活経済

学会第 32 回研究大会（2016 年）で「大学にお

ける金融教育」セッションが開催されて、その

成果が『生活経済研究』第 44 巻に収録された。

また、『ファイナンシャル・プランニング研究』

No. 15、『生命保険論集』2017 年 5 月特別号、『証

券アナリストジャーナル』2017 年 12 月号、『季

刊 個人金融』2008 年春号、2012 年冬号および

2017 年夏号など多数の雑誌で、金融リテラシー

や金融教育に関する特集が組まれている。

　それでは、どのような要因に働きかければわ

が国消費者の金融リテラシーを効果的に育成で

きるだろうか？　この問いに答えるために、金

融リテラシーの説明要因を分析する研究が蓄

〜要旨〜
　金融広報中央委員会「金融リテラシー調査（2016 年）」回答者の個票データを用いて、わが国消費
者の金融リテラシーの説明要因を分析した。先行研究と比べて、本稿は、各種金融機関店舗の数を説
明要因に含めた特徴を持つ。主な分析結果は次の 3 つである。第 1 に、貸金業等の店舗が少ない都道
府県や、金融商品取引業等の店舗が多い都道府県で、客観的な金融リテラシーが高い傾向にある。第
2 に、金融機関店舗数は、主観的な金融リテラシーに影響を与えにくかった。第 3 に、客観的指標を 8
つの分野に分けると、専門的な分野に関する正答率よりも、より基礎的な分野に関する正答率に、事
業所数が強く影響する傾向にあった。
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今後の課題を述べる。

2　先行研究
　本節では、金融機関店舗と金融リテラシーの

関係に焦点を当てて、先行研究を展望する。金

融機関店舗が金融リテラシーに影響するメカニ

ズムとして、次の 2 つの一方または両方を挙げ

られる。

　第 1 のメカニズムは、「金融リテラシー調査

（2016 年）」回答者自身の取引経験を通じたもの

である。金融機関店舗が多く所在する地域で、

回答者が金融取引に参加しやすく金融取引の経

験を積みやすくなるだろう。また、第 1 節で述

べた通り、國方（2018）は、回答者の金融取引

の経験が金融リテラシーの水準を説明する一要

因だと報告した。これらを併せると、ある地域

における金融機関店舗とその地域に住む回答者

の金融リテラシーの間に相関関係が成り立つと

予想される。

　第 1 のメカニズムに関連する先行研究として、

家森（2014a）と森（2017）を挙げられる。

　家森（2014a）は、地域間における金融リテラ

シー格差の一因として、金融機関店舗など金融

インフラを挙げる。家森は、多くの店舗があり

金融機関の競争が激しい都市部には次の 2 つの

特徴が有ると指摘する。まず、消費者が、多様

な金融サービスを利用できる。次に、金融に関

する講演会や専門家が多く、消費者が金融教育

を受ける機会が多い。家森（2014a）は、地域間

で金融リテラシーに差を見出した。しかし、家

森は金融リテラシー格差と金融インフラ格差と

の関係を分析していない。

　森（2017）は、証券会社営業所が多い地域で

は、投資家が金融機関を身近に感じて投資情報

を得やすくなり、株式等保有にかかわる参加コ

ストを低めると予想する 1）。そして、森は、都

投資信託購入の経験を持つ消費者で、客観的指

標が高い傾向にあった。これに対して、金融ト

ラブルを経験した消費者で、客観的指標が低い

傾向にあった。第 2 に、主観的指標を被説明変

数とする回帰式で、性別、年齢、行動バイアス、

職業、最終学歴、学校や家庭における金融教育、

金融に関する経験、および、金融・経済にかか

わる情報収集への積極性が、主観的指標の主な

説明要因になった。これら要因のうち金融に関

する経験に注目すると、生命保険加入、株式購入、

投資信託購入や外貨預金購入の経験を持つ消費

者で、主観的指標が高い傾向にあった。これに

対して、金融トラブルを経験し、借入の経験を

持つ消費者で、主観的指標が低い傾向にあった。

　以上の背景のもとに、本稿では、金融取引の

主要な場である金融機関店舗と金融リテラシー

水準との関係を分析する。第 2 節で紹介する通

り、金融機関店舗数の多い地域では、調査対象

者自身またはその周囲にいる人々を通じて、調

査対象者の金融リテラシーが変わると予想され

る。

　分析の結果、次の 3 つの結果を得られた。第

1 に、客観的指標を被説明変数にした回帰式で、

貸金業等の店舗数にかかわる係数推定値が有意

な負値、金融商品取引業等の店舗数にかかわる

係数推定値が有意な正値になった。第 2 に、主

観的指標を被説明変数にした回帰式で、金融機

関店舗数の係数推定値が有意にならなかった。

第 3 に、客観的指標を 8 つの分野に分けると、

専門的な分野に関する正答率よりも、より基礎

的な分野に関する正答率に、事業所数が強く影

響する傾向にあった。

　本稿の構成は次の通りである。第 2 節で、先

行研究を紹介して、本稿の特徴を述べる。第 3

節で、分析枠組みを紹介する。第 4 節で、分析

結果を紹介する。第 5 節で、結果を考察して、

85 季刊　個人金融　2018 秋



調査・研究

構成とほぼ同じ割合で収集した 18 歳〜 79 歳の

25,000 人である。調査方法は、インターネット・

モニター調査である。

　「金融リテラシー調査（2016 年）」では、次の

3 種類の問いが設けられた。第 1 に、金融・経

済についての客観問題 25 問である。この 25 問

は、「家計管理」（25 問中 2 問）、「生活設計」（25

問中 2 問）、「金融取引の基本」（25 問中 3 問）、「金

融・経済の基礎」（25 問中 6 問）、「保険」（25 問

中 3 問）、「ローン・クレジット」（25 問中 3 問）、

「資産形成」（25 問中 3 問）、「外部の知見活用」（25

問中 3 問）の 8 分野に分かれる。第 2 に、回答

者自身の金融リテラシーに対する自己評価を聞

く問いである。第 3 に、回答者のプロファイル

に関する問いである 2）。

　客観的指標と主観的指標それぞれの定義を紹

介する。これらの定義は、國方（2018）の定義

と同じである。

　まず、客観的指標は、客観問題 25 問の正答率

（正答数÷ 25）である。調査対象者 25,000 人全

員分の客観的指標を得られた。

　次に、主観的指標は、回答者の金融リテラシー

についての自己評価を聞く問い（「金融リテラ

シー調査（2016 年）」Q17）への回答に基づく。

主観的指標は、0 点（「とても低い」）、1 点（「ど

ちらかといえば低い」）、2 点（「平均的」）、3 点

（「どちらかといえば高い」）、4 点（「とても高い」）

という、5 つの値を取る。主観的指標の値を与

えた回答者は、合計 24,294 人である。これに対

して、Q17 で「わからない」を選んだ回答者が

706 人いる。この 706 人を、主観的指標の分析

対象にしない。

（2） 回帰分析の紹介
　本稿では、金融リテラシーの説明要因を解明

するために、次の 3 種類の回帰分析を行う。1

道府県単位の集計データを用いて、株式等保有

率を被説明変数、金融リテラシーや人口 10 万人

当たり証券会社営業所数などを説明変数とした

回帰式を推定した。推定の結果、森（2017）は

証券会社営業所数の係数推定値が正値になるが、

回帰モデルの間でこの係数推定値が有意になる

場合と有意にならない場合の両方があると報告

した。

　第 2 のメカニズムは、「金融リテラシー調査

（2016 年）」回答者の周囲にいる人々（家族や隣

人）の取引経験を通じた関係である。金融機関

店舗が多く所在する地域で、周囲の人々が金融

取引に参加しやすくなると考えられる。そして、

回答者が、周囲の人々の金融取引を観察したり、

周囲の人々から情報を入手したりする。その結

果、回答者の金融リテラシーが変化すると考え

ら れ る。Lusardi, Mitchell, and Curto （2010）、

Shim 他（2013）と Lachance （2014）は、海外

のデータを用いて、回答者の周囲にいる人々の

金融取引経験や学歴などが、回答者の金融リテ

ラシーに影響すると報告した。

　上記先行研究と本稿を関連づける。本稿は、

家森（2014a）の発想に基づくものと言える。但

し、家森（2014a）は第 1 のメカニズムだけに注

目している。これに対して、本稿の回帰分析では、

回答者自身の金融経験と金融機関店舗の両方を

説明変数に含めている。このため、ここでの回

帰分析は、第 1 のメカニズムと第 2 のメカニズ

ムの両方を考慮していると言えるだろう。

3　分析枠組み
（1） 「金融リテラシー調査（2016 年）」の紹介
　「金融リテラシー調査（2016 年）」は、2016

年 2 月と同年 3 月に、金融広報中央委員会が実

施した、金融リテラシーにかかわる日本初の大

規模調査である。調査対象は、日本全国の人口
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等事業所数（人口 10 万人当たり）。以下、「補

助的金融業等事業所数」と言う。
● 回答者が居住する都道府県の、保険業事業所

数（人口 10 万人当たり）。以下、「保険業事業

所数」と言う。

　総務省・経済産業省「平成 26 年経済センサス

―基礎調査（確報）」から、民営事業所数のデー

タを得た 3）。また、総務省「平成 27 年国勢調査」

から、人口のデータを得た。

　回帰分析の手法は、次の通りである。まず、1

種類目の回帰分析では、トービット分析を採用

する。この理由は、客観的指標の値が 0 以上 1

以下に限定されるからである。次に、2 種類目

の回帰分析では、順序ロジット分析を採用する。

この理由は、主観的指標が順序尺度と考えられ

るからである。最後に、3 種類目の回帰分析では、

最小二乗法を採用する。

　本稿の回帰分析を R 3.5.1 で処理した。

4　分析結果の紹介
　本節では、回帰式の推定結果を示す。但し、

紙幅を節約するために、回答者個人の経験を示

すダミー変数と、第 3 節で紹介した銀行業事業

所数〜保険業事業所数だけの推定結果を紹介す

る。このうち、回答者個人の経験を示すダミー

変数は、次の 7 つである。金融トラブルを経験

した回答者を示すダミー変数、生命保険に加入

した経験を持つ回答者を示すダミー変数、借入

した経験を持つ回答者を示すダミー変数、資産

運用した経験を持つ回答者を示すダミー変数、

株式を購入した経験を持つ回答者を示すダミー

変数、投資信託を購入した経験を持つ回答者を

示すダミー変数、外貨預金を購入した経験を持

つ回答者を示すダミー変数。全ての説明変数に

ついての係数推定結果をご入用の人には、お手

種類目の回帰分析では、客観的指標を被説明変

数にする。2 種類目の回帰分析では、主観的指

標を被説明変数にする。3 種類目の回帰分析で

は、客観問題の 8 分野（「家計管理」〜「外部の

知見活用」）ごとの正答率を被説明変数にする。

店舗と正答率の関係は、分野間で異なるかもし

れない。この相違を分析するために、3 種類目

の回帰分析を実施する。8 分野それぞれの正答

数を、客観問題総数 25 問で割って、正答率を計

算する。

　以上 3 種類の回帰分析で、説明変数が共通し

ている。本稿で採用した説明変数は、國方（2018）

に基づく。國方（2018）は、性別ダミー、年齢、

年齢二乗、行動バイアスを持つ回答者を示すダ

ミー変数、回答者の職業を示すダミー変数、回

答者の最終学歴を示すダミー変数、金融教育を

受けた回答者を表すダミー変数、金融にかかわ

る経験を示すダミー変数、金融にかかわる情報

収集を表すダミー変数、居住地域ダミーを採用

した。ここでは、國方（2018）が採用した説明

変数に、次の 6 つの説明変数を加える。
● 回答者が居住する都道府県の、銀行業事業所

数（人口 10 万人当たり）。以下、「銀行業事業

所数」と言う。
● 回答者が居住する都道府県の、協同組織金融

業事業所数（人口 10 万人当たり）。以下、「協

同組織金融業事業所数」と言う。
● 回答者が居住する都道府県の、貸金業、クレ

ジットカード業等非預金信用機関事業所数（人

口 10 万人当たり）。以下、「貸金業等事業所数」

と言う。
● 回答者が居住する都道府県の、金融商品取引

業、商品先物取引業事業所数（人口 10 万人当

たり）。以下、「金融商品取引業等事業所数」

と言う。
● 回答者が居住する都道府県の、補助的金融業
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係数推定値が有意な負値、金融商品取引業等事

業所数の係数推定値が有意な正値である。

　表 1 第 3 列に、主観的指標を被説明変数にし

た回帰式の推定結果を載せる。まず、回答者個

人の経験に注目する。金融トラブルの経験や借

入の経験を示すダミー変数の係数推定値は、有

意な負値である。また、生命保険、資産運用、

株式購入、投資信託購入や外貨預金購入の経験

を示すダミー変数の係数推定値は、有意な正値

である。これら結果は、國方（2018）の推定結

果と同様である。次に、各業態事業所数の係数

推定値は、全て有意に 0 と異ならない。

　表 2 に、第 3 の回帰分析の推定結果を示す。

数をおかけするが筆者への連絡をお願いしたい。

　表 1 に、客観的指標を被説明変数にした回帰

式の推定結果と、主観的指標を被説明変数にし

た回帰式の推定結果を載せる 4）。

　表 1 第 2 列に、客観的指標を被説明変数にし

た回帰式の推定結果を載せる。まず、回答者個

人の経験に注目する。金融トラブルの経験を示

すダミー変数の係数推定値が、有意な負値であ

る。また、生命保険、借入、資産運用、株式購

入や投資信託購入の経験を示すダミー変数の係

数推定値は、有意な正値である。これら結果は、

國方（2018）の推定結果と同様である。次に、

事業所数の推定結果では、貸金業等事業所数の
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表 1　客観的指標と主観的指標それぞれを被説明変数にした回帰分析結果
説明変数 被説明変数：客観的指標 被説明変数：主観的指標
金融トラブル経験ダミー -0.035 ＊＊＊ -0.091 ＊

（0.007） （0.053）
生命保険加入経験ダミー 0.044 ＊＊＊ 0.049 ＊

（0.004） （0.028）
借入経験ダミー 0.013 ＊＊＊ -0.171 ＊＊＊

（0.004） （0.032）
資産運用経験ダミー 0.066 ＊＊＊ 0.564 ＊＊＊

（0.005） （0.037）
株式購入経験ダミー 0.039 ＊＊＊ 0.588 ＊＊＊

（0.004） （0.036）
投信購入経験ダミー 0.042 ＊＊＊ 0.282 ＊＊＊

（0.005） （0.038）
外貨預金購入経験ダミー 0.000 0.491 ＊＊＊

（0.005） （0.040）
銀行業事業所数 -0.001 -0.002 

（0.001） （0.008）
協同組織金融業事業所数 0.000 -0.001 

（0.001） （0.008）
貸金業等事業所数 -0.007 ＊＊ -0.014 

（0.003） （0.021）
金融商品取引業等事業所数 0.003 ＊＊ -0.006 

（0.002） （0.013）
補助的金融業等事業所数 0.001 0.027 

（0.003） （0.027）
保険業事業所数 0.000 0.006 

（0.001） （0.005）
サンプルサイズ 25000 24294 
対数尤度 -1063.457 -27941.35
注 1：括弧内は標準誤差を表す。また、***, **, * は、係数推定値が 0 に等しいという帰無仮説が、有意水準 1%, 5%, 10% のそ

れぞれで棄却されたことを示す。なお、仮説検定では両側検定を採用した。
注 2：客観的指標を被説明変数とした回帰式についてトービット分析を行い、主観的指標を被説明変数とした回帰式につい

て順序ロジット分析を行った。
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表 2　客観的指標 ( 分野別 ) を被説明変数にした回帰分析結果
説明変数 被説明変数：

家計管理正答率
被説明変数：
生活設計正答率

被説明変数：
金融取引の基本正答率

被説明変数：
金融・経済の基礎正答率

金融トラブル経験ダミー -0.003 ＊＊＊ -0.003 ＊＊＊ -0.003 ＊＊ -0.008 ＊＊＊
（0.001） （0.001） （0.001） （0.002）

生命保険加入経験ダミー 0.002 ＊＊＊ 0.004 ＊＊＊ 0.006 ＊＊＊ 0.005 ＊＊
（0.000） （0.000） （0.001） （0.001）

借入経験ダミー 0.001 ＊＊ 0.001 ＊＊ -0.001 0.003 ＊＊＊
（0.001） （0.000） （0.001） （0.001）

資産運用経験ダミー 0.004 ＊＊＊ 0.006 ＊＊＊ 0.004 ＊＊＊ 0.018 ＊＊＊
（0.001） （0.001） （0.001） （0.001）

株式購入経験ダミー -0.001 ＊＊ 0.002 ＊＊＊ 0.001 0.015 ＊＊＊
（0.001） （0.001） （0.001） （0.001）

投信購入経験ダミー 0.001 ＊ 0.003 ＊＊＊ 0.002 ＊＊＊ 0.012 ＊＊＊
（0.001） （0.001） （0.001） （0.001）

外貨預金購入経験ダミー -0.002 ＊＊＊ -0.001 -0.003 ＊＊＊ 0.005 ＊＊＊
（0.001） （0.001） （0.001） （0.001）

銀行業事業所数 0.000 0.000 0.000 0.000
（0.000） （0.000） （0.000） （0.000）

協同組織金融業事業所数 0.000 0.000 0.000 0.000
（0.000） （0.000） （0.000） （0.000）

貸金業等事業所数 0.000 -0.001 ＊＊ -0.001 ＊＊＊ -0.001
（0.000） （0.000） （0.000） （0.001）

金融商品取引業等事業所数 0.000 0.000 ＊ 0.000 0.001 ＊＊
（0.000） （0.000） （0.000） （0.000）

補助的金融業等事業所数 0.000 0.000 0.000 0.000
（0.000） （0.000） （0.001） （0.001）

保険業事業所数 0.000 0.000 0.000 0.000
（0.000） （0.000） （0.000） （0.000）

サンプルサイズ 25000 25000 25000 25000
自由度調整済み決定係数 0.058 0.127 0.103 0.340
注 1：括弧内は標準誤差を表す。また、***, **, * は、係数推定値が 0 に等しいという帰無仮説が、有意水準 1%, 5%, 10% のそれ

ぞれで棄却されたことを示す。なお、仮説検定では両側検定を採用した。
注 2：推定方法は最小二乗法である。

表 2　客観的指標 ( 分野別 ) を被説明変数にした回帰分析結果（続き）
説明変数 被説明変数：

保険正答率
被説明変数：
ローン・クレジット正答率

被説明変数：
資産形成正答率

被説明変数：
外部の知見活用正答率

金融トラブル経験ダミー -0.004 ＊＊＊ -0.003 ＊＊＊ -0.005 ＊＊＊ -0.006 ＊＊＊
（0.001） （0.001） （0.001） （0.001）

生命保険加入経験ダミー 0.009 ＊＊＊ 0.006 ＊＊＊ 0.004 ＊＊＊ 0.004 ＊＊＊
（0.001） （0.001） （0.001） （0.001）

借入経験ダミー 0.004 ＊＊＊ 0.004 ＊＊＊ 0.001 -0.002 ＊＊
（0.001） （0.001） （0.001） （0.001）

資産運用経験ダミー 0.010 ＊＊＊ 0.010 ＊＊＊ 0.008 ＊＊＊ 0.005 ＊＊＊
（0.001） （0.001） （0.001） （0.001）

株式購入経験ダミー 0.006 ＊＊＊ 0.006 ＊＊＊ 0.006 ＊＊＊ 0.004 ＊＊＊
（0.001） （0.001） （0.001） （0.001）

投信購入経験ダミー 0.005 ＊＊＊ 0.004 ＊＊＊ 0.010 ＊＊＊ 0.005 ＊＊＊
（0.001） （0.001） （0.001） （0.001）

外貨預金購入経験ダミー 0.001 0.000 0.002 ＊＊＊ -0.002 ＊＊
（0.001） （0.001） （0.001） （0.001）

銀行業事業所数 0.000 0.000 0.000 0.000
（0.000） （0.000） （0.000） （0.000）

協同組織金融業事業所数 0.000 0.000 0.000 0.000
（0.000） （0.000） （0.000） （0.000）

貸金業等事業所数 -0.001 ＊＊ -0.001 0.000 -0.001 ＊
（0.000） （0.000） （0.000） （0.000）

金融商品取引業等事業所数 0.000 0.000 0.000 0.000
（0.000） （0.000） （0.000） （0.000）

補助的金融業等事業所数 0.001 0.000 0.000 0.000
（0.001） （0.001） （0.001） （0.001）

保険業事業所数 0.000 0.000 0.000 0.000
（0.000） （0.000） （0.000） （0.000）

サンプルサイズ 25000 25000 25000 25000
自由度調整済み決定係数 0.219 0.245 0.268 0.140
注 1：括弧内は標準誤差を表す。また、***, **, * は、係数推定値が 0 に等しいという帰無仮説が、有意水準 1%, 5%, 10% のそれ

ぞれで棄却されたことを示す。なお、仮説検定では両側検定を採用した。
注 2：推定方法は最小二乗法である。



調査・研究

　これらの結果について、3 つの考察を行う。

　まず、第 1 の結果に関して、回答者個人の金

融に関する経験を考慮しても、貸金業等事業所

数が少ない都道府県や金融商品取引業等事業所

数の多い都道府県で、客観的指標が大きい傾向

にある。この結果は、第 2 節で紹介した第 2 の

メカニズムつまり回答者の周囲にいる人々から

の影響を示唆する。但し、第 2 のメカニズムの

客観的指標への影響は、回答者個人の金融経験

が客観的指標に与える影響よりも小さい。第 1

の結果と第 3 の結果を併せると、第 2 のメカニ

ズムがもたらす影響は、客観的指標のうち基礎

的な分野に影響する、限定的なものと言えるだ

ろう。

　次に、第 1 の結果は、金融商品取引業等事業

所数の多い都道府県で客観的指標が高い傾向を

示す。これに対して、銀行業事業所数、協同組

織金融業事業所数や保険業事業所数の係数推定

値が有意でない。この結果について、次の 2 つ

の解釈が可能である。第 1 に、金融商品取引業

者が銀行業や保険業よりも多様な金融商品を提

供する。この結果、回答者が多様な経験を積ん

で客観的指標を高める。第 2 に、回答者が、「（実

際に提供される金融商品に差があるか否かは別

として）金融商品取引業の事業所で提供される

金融商品が、銀行業や保険業の事業所で提供さ

れる金融商品よりも多様だ。」という印象を抱く。

この印象により、回答者が客観的指標を高める。

第 2 の解釈に関して、近藤・白須・三隅（2015）

は、銀行窓販で国債、生命保険や投資信託を買っ

た投資家が、銀行以外でこれら金融商品を買っ

た投資家よりも、買った金融商品を擬似的な預

金と見なす傾向が強いと報告した。

　最後に、第 1 の結果と第 2 の結果を併せると、

金融機関店舗数は客観的指標に影響しやすい一

方、主観的指標に影響しにくい。特に貸金業等

　まず、回答者個人の経験に注目する。表 2 の

推定結果は、基本的に表 1 第 2 列と同様である。

但し、家計管理の分野における回帰分析では、

株式購入経験ダミーと外貨預金購入経験ダミー

の両方で係数推定値が有意な負値になる。家計

管理は他分野よりも日常的かつ短期的な意思決

定なので、他分野と比べて、各説明変数から異

なる影響を受けるとも考えられる。次に、事業

所数の係数推定値に注目する。表 1 第 2 列と同

様に、貸金業等事業所数の係数推定値が負値、

金融商品取引業等事業所数の係数推定値が正値

になる。生活設計、金融取引の基本と金融・経

済の基礎の分野で、これら係数推定値が有意に

なりやすい。これに対して、保険、ローン・ク

レジット、資産形成という専門性の高い分野で、

これら係数推定値が有意になりにくい。

5　結果の考察と今後の課題
　本稿では、「金融リテラシー調査（2016 年）」

個票データを用いて、金融リテラシーの説明要

因を分析した。本稿の特徴としては、「金融リテ

ラシー調査（2016 年）」回答者が住む都道府県

における金融機関店舗が、回答者個人の金融リ

テラシーに与える影響を分析している。

　分析の結果、次の 3 つの結果を得られた。第

1 に、客観的指標を被説明変数にした回帰式で、

貸金業等事業所数の係数推定値が有意な負値、

金融商品取引業等事業所数の係数推定値が有意

な正値になった。第 2 に、主観的指標を被説明

変数にした回帰式で、どの事業所数の係数推定

値も有意にならなかった。第 3 に、客観的指標

を 8 分野に分けると、専門的な分野（保険、ロー

ンや資産形成）に関する正答率よりも、より基

礎的な分野（生活設計、金融取引や金融経済）

に関する正答率に、事業所数が強く影響する傾

向にあった。
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析を実施した。但し、塩路・平形・藤木（2013）は、

規模ダミーの係数推定値について議論しなかっ

た。

2）金融広報中央委員会ウェブサイト（http://

www. sh iruporuto . jp/publ ic/document/

container/literacy_chosa/2016/）で、報告書など

が公開されている。客観問題 25 問の設問と、各

問いの属する分野については、上の URL で公開

されている統計表の「（参考 1）分野別正答率の計

算方法」シートに載っている。

3）本稿執筆時点で、「平成 28 年経済センサス ‐

活動調査」による事業所数が公表されている。た

だし、「平成 28 年経済センサス ‐ 活動調査」の

事業所数は 2016 年 6 月現在と、「金融リテラシー

調査（2016 年）」実施後のものである。そこで、

本稿では時間的前後関係を考慮して、「平成 26 年

経済センサス ‐ 基礎調査（確報）」による事業所

数を用いる。

4）表 1 に載っていない説明変数の係数推定結果は、

國方（2018）の推定結果とほとんど変わらなかっ

た。
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